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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成22年9月9日(2010.9.9)

【公開番号】特開2008-69339(P2008-69339A)
【公開日】平成20年3月27日(2008.3.27)
【年通号数】公開・登録公報2008-012
【出願番号】特願2007-91106(P2007-91106)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｇ  63/40     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  67/03     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ 101/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｇ  63/40    　　　　
   Ｃ０８Ｌ  67/03    　　　　
   Ｃ０８Ｌ 101/00    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成22年7月27日(2010.7.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
芳香族オキシカルボニル単位（Ｐ）、芳香族および／または脂肪族ジオキシ単位（Ｑ）、
および、芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）から選ばれる少なくとも１種の構造単位と３官能
以上の有機残基（Ｂ）とを含み、かつ、Ｂの含有量が樹状ポリエステルを構成する全単量
体に対して７．５～５０モル％の範囲にあり、構造単位Ｐ、ＱおよびＲの平均含有量をそ
れぞれｐ、ｑおよびｒとしたときに、ｐ／ｑが５／９５以上、かつ、ｐ／ｒが５／９５以
上であり、数平均分子量が１０００～４００００であり、かつ、溶融液晶性を示す樹状ポ
リエステル。
【請求項２】
芳香族オキシカルボニル単位（Ｐ）、芳香族および／または脂肪族ジオキシ単位（Ｑ）、
および、芳香族ジカルボニル単位（Ｒ）が、それぞれ下式（１）で表される構造単位から
選ばれる少なくとも１種の構造単位であり、かつ、Ｂの含有量を１モルとした場合にＰ、
ＱおよびＲそれぞれの含有量ｐ、ｑおよびｒがｐ＋ｑ＋ｒ＝１～１０モルの範囲にある請
求項１記載の樹状ポリエステル。
【化１】

（ここで、Ｒ１、Ｒ２およびＲ３は、それぞれ下式で表される構造単位から選ばれる少な
くとも１種の構造単位である。）
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【化２】

（ただし、式中Ｙは、水素原子、ハロゲン原子およびアルキル基から選ばれる少なくとも
１種である。式中ｎは２～８の整数である。）
【請求項３】
式（２）で示される基本骨格を含有する請求項１または２記載の樹状ポリエステル。

【化３】

（ここで、Ｂは３官能化合物の有機残基であり、Ｂ－Ｂ間はエステル結合および／または
アミド結合により直接、あるいは、前記Ｐ、ＱおよびＲから選ばれる構造単位を介して結
合している。）
【請求項４】
前記有機残基Ｂが芳香族化合物の有機残基である請求項１～３のいずれかに記載の樹状ポ
リエステル。
【請求項５】
前記有機残基Ｂが式（３）で表される化合物の有機残基である請求項１～４のいずれかに
記載の樹状ポリエステル。
【化４】

【請求項６】
前記有機残基Ｂの含有量（モル）が、樹状ポリエステルを構成する全単量体に対して１０
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モル％以上である請求項１～５のいずれか記載の樹状ポリエステル。
【請求項７】
樹状ポリエステルの数平均分子量が１０００～５０００である請求項１～６のいずれかに
記載の樹状ポリエステル。
【請求項８】
樹状ポリエステルの末端官能基が単官能性の有機化合物で封鎖されている請求項１～７の
いずれかに記載の樹状ポリエステル。
【請求項９】
請求項１～８のいずれかに記載の樹状ポリエステルを熱可塑性樹脂に配合してなる熱可塑
性樹脂組成物。
【請求項１０】
熱可塑性樹脂１００重量部に対して樹状ポリエステル０．０１～９９重量部を含む請求項
９に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項１１】
請求項９～１０のいずれかに記載の熱可塑性樹脂組成物からなる成形品。
【請求項１２】
下式Ｒ１で表される構造単位から選ばれる少なくとも１種の構造単位を含む単量体、下式
Ｒ２で表される構造単位から選ばれる少なくとも１種の構造単位を含む単量体、下式Ｒ３
で表される構造単位から選ばれる少なくとも１種の構造単位を含む単量体、および、３官
能以上の多官能単量体を反応させる樹状ポリエステルの製造方法であって、該多官能化合
物の添加量（モル）が、樹状ポリエステルを構成する全単量体の添加量（モル）に対して
７．５モル％以上である請求項１記載の樹状ポリエステルの製造方法。
【化５】

（ただし、式中Ｙは、水素原子、ハロゲン原子およびアルキル基から選ばれる少なくとも
１種である。式中ｎは２～８の整数である。）
【請求項１３】
単官能性の有機化合物をさらに添加する請求項１２に記載の樹状ポリエステルの製造方法
。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　すなわち、本発明は、芳香族オキシカルボニル単位（Ｐ）、芳香族および／または脂肪
族ジオキシ単位（Ｑ）、および、芳香族ジカルボキシ単位（Ｒ）から選ばれる少なくとも
１種の構造単位と３官能以上の有機残基（Ｂ）とを含み、かつ、Ｂの含有量が樹状ポリエ
ステルを構成する全単量体に対して７．５～５０モル％の範囲にあり、構造単位Ｐ、Ｑお
よびＲの平均含有量をそれぞれｐ、ｑおよびｒとしたときに、ｐ／ｑが５／９５以上、か
つ、ｐ／ｒが５／９５以上であり、数平均分子量が１０００～４００００であり、かつ、
溶融液晶性を示す樹状ポリエステルである。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　また本発明は、下式Ｒ１で表される構造単位から選ばれる少なくとも１種の構造単位を
含む単量体、下式Ｒ２で表される構造単位から選ばれる少なくとも１種の構造単位を含む
単量体、下式Ｒ３で表される構造単位から選ばれる少なくとも１種の構造単位を含む単量
体、および、３官能以上の多官能単量体を反応させる樹状ポリエステルの製造方法であっ
て、該多官能化合物の添加量（モル）が、樹状ポリエステルを構成する全単量体の添加量
（モル）に対して７．５モル％以上である上記の樹状ポリエステルの製造方法を含む。
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